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論 文 要 旨       

 

 

所属ゼミ 清水勝彦研究会 学籍番号 81330429 氏名 金原 幸作 

（論文題名） 

子会社における社長人事と企業業績 

―プロパー出身か親会社出身か― 

（内容の要旨） 

 本研究は、社長の属性と企業業績の関連性に関して、実証研究（二項ロジスティック分析・パネ

ルデータ分析）を行う。対象は日本企業の国内子会社（東証一部・二部上場）である。本研究にお

ける社長の属性とは社長の出身母体（プロパー、親会社、親会社時代の役職）を指す。研究内容と

して、①親会社子会社の業績と子会社社長属性の決定要因の関係性 ②社長属性によって業績に違

いが出てくるのか という二点を実証（定量）分析し、分析結果を補完する目的でインタビューを

行い、考察を行った。なお、具体的な検証方法は SPSS を用いて、①二項ロジスティック分析②マル

チデータ分析で行った。 

 

研究結果として、①過去二年間平均業績が悪化している場合、新社長は親会社もしくは親会社同

士の社長交代でも前任者より役職の高い人材が就任する傾向にあること ②社長就任後、プロパー

出身の社長の企業業績は親会社出身の社長の企業業績に劣る傾向にあること ③子会社の社長の年

齢は高いほど企業業績は向上する傾向にあること の 3点を、定量分析を通じて示すことができた。 

   

本検証結果を基に社長インタビューを経て、以下の考察に至った。 

子会社の社長というポジションが従来の親会社時代の貢献度合いに対する対価のみの意味合いだ

けではなく、業績を常に管理し、必要によっては業績回復のため親会社の影響力を強く持つ人材を

投入する傾向があることが分かった。またプロパー出身の社長が親会社出身の社長より企業業績が

劣ることは①経営者としての経験値の差②親会社とのグリップの違いが理由ではないかと考える。 

以上より、 本研究の成果は子会社の在り方が親会社の中で変化してきていることを示すほかに、

子会社社長に親会社出身の社長が就任することに一定の合理性を与えるものである。 

 

 なお、研究の限界として分析対象を上場子会社に限定している点が挙げられる。上場子会社は親

会社以外にも株主は存在し、外部チェック機能が働くため業績に連動している可能性が挙げられる。

また定量分析はあくまでも傾向を示すだけであり、個別の企業によって環境も異なるため今回の傾

向が全ての子会社に当てはまるわけではないことを述べる。 

 


